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はじめに
今日（’03年９月）ほど、市井で、経済政策が論じられる時代はないであろう。いわば
１億総政策家（屋？）ともいうべき時代である。その流れは、大きくは、構造改革とデフ
レ・不況対策に２分することができる。「２兎を追うものは１兎をも得ず」にたとえて、
これらが、２兎か１兎かという論議の展開もある。本来、経済政策は、理論経済学ないし
は経済科学の応用分野（applied economics）であるにもかかわらず、これら主張者に、
そのような体系的裏付けがあるのかどうか、疑問視せざるを得ないのが現状であろう。
そもそも構造改革はミクロ的視点から問題にされるものである。市場経済のもとでは、
企業の行動は自由であり、政府の企業にたいする介入は、原則として認められない。この
市場経済のもとで政府の行いうる政策は、企業にたいする競争条件の整備にとどまる。構
造改革とは政府による、このような競争条件の整備を意味するものである。
これにたいして、デフレ・不況対策とは、マクロ的視点から問題にされるものである。
「他の条件にして等しい」限り、デフレ（物価下落→消費者物価下落）は、消費者→国民
大衆の実質所得を高めることを通して、経済厚生にプラスの効果をもたらすものである。
ところが、このデフレは、他の条件、特に国民所得をそのままに存続させるものではない。
すなわちデフレは生産者・企業の立場からすれば、生産物価格の下落→企業収入の減少を
意味するものであるから、企業の利潤見込の低落につながり、ひいては投資ないしは生産
の縮小をもたらし、それはそれで更なる賃金所得→国民所得の減少をもたらすことになる。
こういう関連において考察する限り、デフレは「他の条件」を等しく維持するものではな
い。デフレは不況に直結するものであり、デフレ対策即不況対策ということになる。
そこで、ここでは、これら構造改革とデフレ・不況対策が２兎なのか、あるいは１兎な
のかという問題を解明することにしたい。そのために、まず、ミクロの理論的基礎とマク
ロの理論的基礎について、要約的に述べることにする。
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池 田 一 新
（Ⅰ）理　　論
（１）ミクロの理論―節約の経済学
①　生産要素の組合せ
―資源配分の問題
企業は経済原則にもとづいて行動すると仮定。すなわち一定の生産量を最小費用＝支出
で手に入れるように行動する（節約の視点）、あるいは一定の費用＝支出で最大生産量を
手に入れるように行動する（節約と表裏一体をなす効率の視点）と仮定。このことは、生
産要素の組合せについて、いわゆる最小費用組合せの条件として、次のように表示される。
ここで、Ki（i= a, b, ……, n）は要素価格、MPi は要素の限界生産物を示すものであり、
（１）式は加重限界生産物均等の法則を示している。さらに、この関係を、等生産量曲線
を用いて図示すれば、第１図のようになる。
ここで、Ⅰは等生産量曲線である。また、LMは等費用（＝支出）線である。生産量Ⅰ
を所与として、これを生産するための要素組合せは、等費用線 L´ M´ 上の交点bあるいは
b´ でもよいし、LM線上の接点cでもよい。しかし L´ M´ ＞LMという関係にあるから、経
済原則（ここでは一定の生産量を最小費用組合せで手に入れること）にもとづいて行動す
るという仮定をとる限り、LM線と所与の生産量Ⅰ曲線との接点cにそくした要素組合せ
をとらなければならないことがわかる。
あるいは、一定の費用で最大の生産量を産出するという視点からすれば、等費用線LM
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と等生産量曲線 I´ の交点aまたはa´ を選ぶこともできるし、I 曲線との接点cを選ぶことも
できる。しかし、ここで I＞I で´あるから、経済原則にもとづいて行動するという仮定を
とる限り、I 曲線とLM線の接点cを選ばなければならないことは云うまでもない。
②　生産物の産出
（A）完全競争の事例
①の要素組合せに関する条件に適合した産出は、次のように規定される。
P=SMC=SAC=LAC……（2）
ここでPは生産物価格、SMCは短期限界費用、SACとLACはそれぞれ短期・長期平均
費用を示している。P＝MCは完全競争企業の均衡条件であるが、これがSACと等しいと
いうことは、設備を所与とする短期平均費用の最小点で産出qが生産されていることを意
味すると共に、これ（SAC）が、さらにLACに等しいということは、この産出にたいし
て、設備を可変としたさいの最小費用組合せを示すものである。こういう関係を図示した
ものが第２図である。
（2）式は企業にとって、いわゆる費用法則が実現していることを示すものであり、第
２図のc点はこれを図示したものである。
（B）不完全競争の事例
―多占的競争の事例
多占的競争者は、完全競争者（価格受容者price taker）と異なり、価格設定者price
makerである。価格設定者は、極大利潤追求の仮定をとる限り、MR=MCを均衡条件とし
て行動している。ここでMRは限界収入を示している。そこで、①生産要素の組合せにお
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ける均衡条件式（1）、あるいは第１図c点に対応する条件は次のようになる。
MR＝SMC……（3）
P＝SAC＝LAC……（4）
（3）式は企業均衡の条件式であり、（4）式は産業均衡の条件式である。これらの関係
を図示したものが第３図である。
この図でSAC曲線は設備を所与とした短期平均費用曲線であり、LAC曲線は、その設
備を可変として供給量を生産するさいの長期平均費用曲線である。価格pが設定され、q
が生産されるさいに、SAC曲線とLAC曲線は接している。ということは、qを生産するさ
いの最小費用組合せが実現していることを示すものである（注）。
―注―
（A）図は市場への供給が唯一人である独占の事例を示している。この独占は、競争が「規模の経
済」のもとで、その競争自体を否定することから生ずるものである。ここで、仮に（A）図に示さ
れているような状況にあり、P＞ACであるとすれば、この超過利潤（独占利潤）は、競争の圧力を
欠くために、恒常化するようになる。これは、明らかに、資源の過少配分を意味するものであり、
節約の論理と矛盾することになる。ここに、私的独占禁止政策（いわゆる独禁政策）という、政府
「介入」の正当性の論據がみられる。
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（２）マクロの理論―浪費を許容する経済学
国民生産物＝国民所得は、その国のもっている生産能力（＝供給能力）によるのではな
く、有効需要によって決定される。そして、その有効需要は消費（C）、投資（I）、政府
支出（G）ならびに純輸出（Xn）（＝輸出－輸入）から構成される。そこで、D＝
C+I+G+Xn＝Yとなる。ここでDは有効需要、Yは国民所得を表示している。この関係を
図示すれば第４図のようになる。
ここで Yf は完全雇用（利用）国民所得であり、この Yf のもとにおける Yf a－ Yf b＝
abはデフレ＝不況をもたらす需要不足という意味において、デフレーショナリィ・ギャ
ップないしはリセッショナリィ・ギャップ（1）とよばれている。この不況を貧困として表
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示しなおすと、それは、供給能力不足による貧困ではなくて、「豊富 Yf のなかの貧困 Ye 」
poverty amidst plentyということになる。
ここでは節約ないし貯蓄は、けっして奨励されるものではなくなる。すなわちミクロの
理論においては、貯蓄は投資となり、それはそれで生産力効果を発揮することを通して、
経済規模の拡大→国民所得の増大（成長）につながるものである。これにたいして、マク
ロの理論においては、貯蓄が非消費であることを通して消費需要の減少→有効需要の減少、
それはそれで国民所得の減少、けっきょくその国民所得に依存する貯蓄の減少をもたらす
という、いわゆる「貯蓄のパラドクス」を生ずることになる。したがって、不況をなくす
るためには、ミクロの理論の根底にある節約ではなく、むしろ「浪費」をも許容した需要
の拡大→総需要の喚起が求められることになる。
（Ⅱ）政　　策
（１）構造改革
構造改革は、長期的に、また直接・間接に、国民経済の活性化と持続的成長を狙いとす
るものである。それは、①政府・公共経済と民間経済が混在し、②各産業では、独占と競
争が混在しているという、いわば２重の意味をもった混合経済のもとで、（１）政府・公
共経済から民間経済への移行を通して、民間経済の活性化→国民経済の活性化を期待する
ものであり、（２）さらに、その民間経済においては、反独占、競争強化を通して、企業
間競争による経済の活性化を期待するものである。
さらに、具体的には、（１）中央集権にたいする地方分権化の推進、それの経済的裏付
けとして地方交付税、補助金の削減、廃止などと、その代償ともいうべき財源（＝税源）
の地方自治体への移譲、（２）公団、郵政事業などの民営化、（３）財政構造における赤字
体質の解消、（４）産業構造の改革、（５）市場構造の改革、さらに（６）企業の体質改善
（不良債権処理）などなど、多種多様なものを包括している。
ここでは、デフレ・不況対策と対置する意味で、企業の市場行動に、直接に影響を及ぼ
す市場構造の改革に的を絞って論ずることにしよう。このように限定すると、企業の市場
行動に影響を及ぼすものとしての市場の「構造改革」は、主として、反独占・競争強化、
参入制限の緩和ないし排除により、新規企業の出現、既存企業の多角化を通して産業の活
性化を狙いとすることになる。そして、この改革は、さきに述べたミクロの理論に関連し
て、資源の「節約」を結果するものである。すなわち生産要素の配分については加重限界
生産物の均等（最小費用組合せ）であり、生産物の産出については長期・短期平均費用の
均等を意味するものであるが、これは静態論の領域にとどまる結論である。
しかし構造改革の狙いが経済静態ではなく、経済動態、特に経済成長の持続にあるとい
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う観点からすれば、完全競争とか多占的競争ではなく、有効競争（経済成長に効果をもつ
ような企業間競争）の企業主体としてとらえなければならない。云いかえれば、①企業規
模においては「革新」を自らの手で開発・実行しうる規模をもっていること、②企業数に
関連しては、過度な市場支配力をもたせない企業数であることを条件とするものである（2）。
ところで、こういう構造改革の成果は、マクロの経済政策の効果とは異なり、中期・長
期的遅れを伴うものである。このことは、生産要素の組合せに対応した費用曲線が長期の
もの（LAC）であり、設備を可変とした組合せであるという理論的基礎にもとづいて明
白である。または、ドーマーの投資の二重性（需要効果と生産力効果）において明示され
ており（3）、あるいは、かつて初期レーガン政権における供給サイド経済学の応用・実施、
いわゆるレーガノミクスが、４年毎の大統領選挙を控えて、潰れざるをえなかったことを
見ても明瞭なことである。
ただし、マクロの需要対策、とくに政府支出に関連した公共事業政策が、１回限りの、
いわゆる呼水政策的なものであるのにたいして、構造改革は、その効果が持続性をもった
ものであることを特記しておかなければならない。
（２）デフレ・不況対策
マクロ経済学の視点からすれば、不況は、供給能力の不足ではなく、有効需要の不足に
よるものであった。したがって、この需要不足を補うためには、時に、ムダ使い＝浪費も
許容されるのである。このため、その政策は需要サイド重視、総需要の管理→総需要の喚
起を内容とすることになる。具体的には、消費需要（C）を増加させるための所得税減税、
投資需要（Ⅰ）を増加させるための法人税減税、投資にたいする税額控除、あるいは利子
率引下げ、純輸出（Xn）を増加させるための、輸出にたいする金利ないしは課税優遇措
置を講ずることである。さらに、政府支出（G）に関するものは、主として公共事業（道
路建設に限定されるものでない）にたいする支出である。前３者（消費、投資、輸出）に
ついて政府のなしうることは、増加を確率的に期待しながら、諸条件を整備することであ
るのにたいして、最後の政府支出は、政府の決定・実施がそのまま有効需要の増加に「直
結」していることに注目しなければならない。
なお、このような有効需要増加策は、企業にとっては、いわば「ぬるま湯」政策となり、
企業の体質強化どころか弱体化につながるという側面をもっていることも認識すべきであ
ろう。
以上のように、ミクロの理論・政策とマクロの理論・政策とは、その依って立つ理論的
基礎（一方は節約、他方は浪費）を異にするものである。にもかかわらず、経済学の総合
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的体系化のためには、これらを２兎ではなく、１兎として取り扱いえないかという課題に、
常に直面せざるをえない。そこで、まず最初に、これらを統一的（?）に取り扱う試論と
もいうべきものを提示したのは、サムエルソンの「新古典 総合」Neoclass ica l
Synthesisという考え方であった（4）。これは、不況と高失業率の存在する局面では、マク
ロの政策（財政・金融政策）が有効であるが、一旦、完全雇用が達成された局面では、ミ
クロの理論、市場経済の理論が有効になるというものであり、マクロとミクロは二者択一
的存在ではなく、むしろ総合的・補完的存在であることを示したものである。
但し、これを総合と見做すこと、あるいは１兎的なものと見做すことには問題がある。
というのは、一般に、総合とか１兎的とかいうのは、「同時進行的」に取り扱いうること
を意味しているが、サムエルソン流の総合は、「異時間的」なものだからである。
（Ⅲ）むすびに代えて
構造改革は、国民経済の、いわば供給サイドを重視するものであり、ミクロの理論に関
連して云えば、資源の「節約」を基本理念とするものであった。そして、その改革の効果
は、中・長期的視野において期待されるということであった。
これにたいして、デフレ・不況対策は、国民経済の、いわば需要サイドを重視するもの
であった。マクロの理論に関連して云えば、「浪費」を許容範囲に入れるものであり、企
業を、いわば「ぬるま湯」につけるようなものであって、その体質を強化するどころか、
むしろ弱体化することになるものであった。さらに、その効果は短期的に期待されるとい
うことであった。
不況→多くの遊休設備をかかえ、高い失業率をもっている状態において、節約を旨とす
る構造改革を行えば、さらに不況を深め、失業率と遊休設備の一層の増加を招くことは自
明の理である。このような観点からすれば、不況時には、マクロの総需要喚起策こそ、国
民経済の求めるものであると云うことができる。
ミクロにたいして、浪費をも許容範囲に入れるマクロの総需要喚起策は、失業率の低下
と遊休設備の解消にとっては特効薬ともいうべきものであろう。しかしこの効果は短期的
に評価されるものに過ぎず、長期的には企業の体質を弱体化させ、ひいては経済成長の持
続性に、マイナスの効果をもたらすことになる。しかも、不況対策としては、マクロの総
需要喚起策が望まれるが、経済の活性化と経済成長の維持のためには、ミクロに関連する
構造改革が望まれるということも自明の理である。
では、どうすれば良いか？
ここに、風邪をこじらせて、40度近い熱に悩まされている病人が居るとしよう。風邪を
ひくのは、当人の体質の弱さにも関連している。そこで、その弱さを克服するための体力
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づくりとして、「乾布摩擦をやれ」、「ジョギングをやれ」ということで、これらを実行し
たとすれば、どうなるであろうか。病状がさらに悪化することはいうまでもない。この際、
まず、その風邪を治すことが第１だということは自明であろう。すなわち薬を服用し、静
かに寝かせることである。その結果、この病を克服したならば、風邪をひきやすいという
体質を強化するために、乾布摩擦を行う、あるいはジョギングを行うなどの鍛錬をすれば、
おそらく、風邪にかかり易いという体質から脱却することができるであろう。
構造改革と不況対策についても同様のことが妥当するであろう。同時進行的対策をとり
えないとすれば、時間的優先順位をつけることである。まず、第１に行うべきことは不況
対策である。これによる短期的効果を期待すると共に、その結果として経済不況が終息し、
景気が反転して上昇しはじめ、経済がある程度、不況から回復するならば、その趨勢に乗
じて構造改革にとり組むということである。
経済の不況克服→活性化と持続的成長の実現には、このような優先順位をつけた政策こ
そ必要とされるのである。「構造改革とデフレ・不況対策は、１兎ではなく、２兎であり、
この２兎を手に入れるためには、時間的優先順位をつけた政策策定を行うこと」というの
が本稿の結論である。
―注―
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（２）拙著『競争・独占の経済学』白桃書房、1991、第８章第２節。
（３）宇野健吾訳『ドーマー、経済成長の理論』東洋経済新報社、昭和37年、７頁、114～５頁、
E.D.DOMAR, ESSAYS IN THE THEORY OF ECONOMIC GRAWTH, OXFORD UNIV.
PRESS, 1957, P.6, P.98.
（４）P.A.SAMUELSON, ECONOMICS, 5th ed., McGRAW-HILL, 1961, P.375.
（’03年９月脱稿）
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補　　論
本論文の草稿（’03年９月）の結論「まず行うべきことは、構造改革ではなく、デフ
レ・不況対策である」ということにたいして、
（１）財政政策は効果がなかったではないか
さらに、
（２）実際上、最近の景気回復傾向は、構造改革の成果と考えるべきではないか
と云った趣旨の論評を頂いたので、ここに補論を追記して、これら論評に答えておきた
い。
（Ⅰ）財政政策は効果がないか？
総需要喚起策の一環としての財政政策には、支出（いわゆる公共投資）政策と収入（減
税）政策があるが、ここでは財政政策の効果を前者のみに絞るとしよう。
たとえば１兆円の公共投資を行うために、その財源として１兆円の増税を行うとしよう。
投資の支出１兆円にたいするプラスの乗数効果は投資乗数として示される。すなわち
である。これにたいして増税によるマイナスの乗数効果は
となる。そのため、投資増にたいする正味の効果は
となる。すなわち増税を財源として、これと同額の公共投資を行っても、完全には相殺さ
れることなく、乗数効果は１であり、１兆円の公共投資は「確実に」１兆円の有効需要増
に結びつくのである。
これにたいして、たとえば１兆円の所得税減税は、事後的消費性向が0.8であるとすれ
ば、８千億円の消費増をもたらすと予測されるが、これは限界消費性向を不変と仮定して
確率的に予測されるにすぎない。実際には、たとえば’97年４月、橋本内閣において行っ
た所得税減税の終息、消費税率の引上げは、事後的（これまでの経験に即した）消費性向
を引き下げる方向に作用し、乗数の値を引き下げることになったと推測される。さらに、
同政権によって行われた公共投資の削減は、公共投資によって期待される波及効果として
の消費需要の削減をもたらすことになり、それはそれで投資誘因としての資本の限界効率
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（＝予想収益率）の低下をもたらし、有効需要（＝投資需要）の削減につながる。このよ
うにして、橋本内閣の緊縮政策は、当時、回復しかけていたわが国の経済を再度、不況に
さらすことになったのである。すなわち内需を構成する３大要因（（１）消費需要（２）公
共投資（３）民間の投資需要）に関連して、所得税減税の終息、消費税率の引上げは、直
接に（１）消費需要減少（→有効需要減少）をもたらしたと推測される。また、（２）公共
投資の削減も、それ自体、有効需要の減少を意味する。さらに、これら消費需要と公共投
資需要の減少は、投資誘因のうち、プラス要因としての資本の限界効率を引き下げること
を通して、（３）投資需要の減少に影響をもつことになった。すなわち緊縮政策は直接・間
接に有効需要の減少をもたらし、不況をさらに深刻化するという効果をもたらしたのであ
る。このようにして、長引く不況は、雇用者の解雇懸念、賃金カット懸念をもたらすこと
になる。「限界」消費性向は、現在の所得と将来の期待所得に依存しているから、これら
解雇懸念、賃金カット懸念は、仮に所得税減税を行っても、消費需要効果を削減し、ひい
ては乗数効果をいちじるしく削減することになる（1）。その結果、「財政政策が無効」であ
るといった印象を与えることになるのであるが、実は、これは財政政策の無効ということ
ではない。さきにも述べたように、財政支出政策の直接の効果は、「確実」なものである
のにたいして、利子率引下げの投資効果、所得税減税の消費効果、いずれも直接の効果は
「確率的」に予想されるにすぎない。ただ、財政政策の「無効」を云々するさいの本来の
趣旨は、「波及効果としての乗数効果」に関連したものであり、この効果は、財政支出＝
公共投資だけでなく、民間の投資乗数、消費支出乗数すべてに及ぶものであることを忘れ
てはならない。
これにたいして、好況の時には、雇用増加、賃金上昇という期待から、限界消費性向を
押し上げ、乗数効果を増加することになる。したがって、消費性向を押し上げる要因は期
待所得の好転であり、そのためにもデフレ・不況対策が、将来についての明るい見通しを
もたらすものとして要請されるのである。
（Ⅱ）景気回復は構造改革の成果か？
最近の景気回復は、小泉政権の「構造改革の成果ではないか」という俗論がまかり通っ
ているように思われる。しかし、構造改革の成果は早急に期待されるものではない。これ
は中・長期的視点（５～10年）に立って期待されるものである。現在の景気回復は、外需
や製造業の投資の活性化（これも外需→自動車、デジタル家電需要によって誘発されたも
のである）によるものであり、構造改革との関連においては説明のつかないものである。
云いかえれば、この回復局面は、構造改革路線上に、「偶発的」に生じた現象に過ぎない。
少なくとも社会科学→経済科学（経済学）的観点に立って関連づけることはできない。
経済政策「論」
但し、政治的には、「結果が良ければ、それで良い」とされるものであるから、国民感
情にたいしては説得（？）できるかもしれない。
この、わが国の事例とは反対の事例になるが、かつてイギリスで、物価対策→インフレ
対策として、所得政策が導入された。ところが、この政策の実施後も物価の上昇が続いた
ので、国民から批判（非難）されたさいに、当時の政権は、「所得政策が失敗したためで
はなく、ヨーロッパ大陸からの生鮮食品などの輸入価格上昇が、物価を引上げているので
ある」と弁明した。これにたいして、フィナンシャル・タイムズで「国民は理屈を聞こう
としているのではない。所得政策を導入すれば物価上昇を防止できると約束したのだから、
物価が上がってはならないのだ。国民にたいして説得できるのは現実の結果のみである」
といった趣旨の論評がなされたが、政治の世界とは、そういうものかもしれない（2）。
構造改革についても、経済学的因果関係の説明よりも、それとは無関係であり、偶発的
結果にすぎないにしても、政府の約束した結果が「幸運にも」実現するとすれば、政治的
にはそれで良いということであろう。
但し、経済学的観点からすれば、「結果良ければすべて良し」というわけにはいかない。
現実の結果が、デフレ・不況からの回復を示しているとしても、それは、構造改革路線で
あろうと、デフレ・不況対策路線であろうと生じたであろう現象である。すなわち政策と
は無関係に、外的要因によりもたらされたものである。とすれば、ここで求められるのは、
構造改革というハードな政策を行うことによって生じたマイナス効果（失業増、商店街の
シャッター通り化、倒産による自殺者など）と、デフレ・不況対策というソフトな政策を
行うさいに生ずるマイナス効果（将来世代に負担を強いることになる膨大な財政赤字の累
積）との比較考量である。云いかえれば、ここでの政策策定にあたって必要なことは「ベ
ターな選択」ではなくて、むしろ「ワーストを回避するための選択」ということである。
重ねて強調しておきたい。為政者に求められるのは、弱肉強食的な条件整備ではなく、冷
静な頭脳による経済分析と「温い心情」による政策策定ということである。
（Ⅲ）構造改革とデフレ・不況対策は択一的政策か？（再論）
本稿で述べたように、ミクロ理論とマクロ理論は、それぞれパラダイムを異にしている。
マクロの不況対策が必要なさいに、ミクロの構造改革をやれば、どういう結果を招くかは
自明の理である（経済科学においては実験できないが、これに代るものが抽象による論理
的検討である）。それにもかかわらず、実際上、景気が反転して、沈滞から上昇の傾向を
示すとすれば、論理的には、構造改革とは直接に関係をもたない、政策にとっては外生要
因ともいうべき、たとえば外需（自動車、デジタル家電）の増加、また設備投資の増加―
これは外需の増加によって直接・間接に誘発されたもの―あるいは中・長期の「循環的」
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反転という自律的作用によるものではないかと云わざるをえない。そうだとすれば、不況
対策を行うさいには、仮に不況克服が実現できない（3）としても、構造改革のさいに生じた
「痛み」（高失業率、商店街のシャッター通り化、倒産とそれによる自殺などなど）をもた
らすことはなかったであろう点を配慮しなければならない。
ともあれ、当時（’03年９月）のような状況のもとで吟味すべきは、政府が構造改革を
行わない、すなわち無為に過ごしたならば、国民経済はどういう推移を示すであろうかと
いうことである。それは、マイナスからではなく、ゼロからの出発を意味するものである
から、外需要因による景気の反転は、おそらく「もう少し早く」ないしは「もう少し大き
く」生ずるであろうと推定される。
私が本稿において両政策の比較対照のみでなく、それに先立って、まずマクロとミクロ
の理論的基礎を要約的に述べたのは、これらの基礎にとって、体系的に政策のクライテリ
オンcriterionないしは常道ともいうべきものを理解し、その上で、現実の構造改革やデフ
レ・不況対策を吟味すべきであるという認識によるものである。
もちろん、これまでデフレ・不況対策をやってきても、期待するような諸効果はあがら
なかったし、財政赤字のみが累積されてきたという反論があるであろう。だからと云って、
「押して駄目なら引いてみな！」式に、構造改革をとるべきであるという見解が示される
とすれば、これは、政策のよって立つ理論的基礎を無視した、余りにも短絡的な考えと云
わざるをえない。
―注―
（１）限界消費性向と平均消費性向は、必ずしも同じ傾向を持つとは限らない。たとえば、わが国の現
在の平均消費性向は、高くなる（平均貯蓄性向は低くなる）傾向をもつと云われている。これは、
不況によって国民所得が減少し、それに連動して消費支出も減少するが、この消費支出の減少は所
得の減少よりも僅かであるという関係（ラチェット効果）から、平均消費性向は高くなる傾向をも
つのである。
以上の関係を、欧州中央銀行（ECB）、経済協力開発機構（OECD）リポート（’04年６月９日）
では、「日本の貯蓄率が、’91年→’02年に14パーセントから５パーセントに低下している」と公表した。
貯蓄率減少は平均消費性向増加を意味しているから、「平均消費性向は、それ相応に高くなっている」
わけである。その理由は、高齢化社会にそくして、貯蓄を取り崩して生活する年金生活者のウェイ
トが大きくなっているためと指摘している（朝日新聞、’04年６月10日、夕刊）。
これにたいして、限界消費性向は可処分所得の増加分と消費支出の増加分によって規定されるが、
この消費支出の増加に影響を及ぼすものは、現在の所得と将来の所得ならびに解雇懸念、賃金カッ
ト懸念などである。これら要因にもとづいて、現在、日本の限界消費性向は低くなり、ひいては乗
数効果を低下させている。
（２）拙稿「英国の所得政策について」『政經論叢』第42巻第4･5･6号、明治大学政治經済研究所、昭和
49年、PP.45～91.
（３）実際上、その効果は有ったと云ってよい。たとえば、バブル崩壊後の回復局面は、① ’93年11月
→ ’97年５月、② ’99年２月→ ’00年10月の２回とみなされ、①は70兆円近い経済対策によるもの、
経済政策「論」
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②も巨額の財政出動の結果と云ってよい（朝日新聞、’04年１月１日）。
（’04年９月脱稿）
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